
　
令
和
３
年
度
の
決
算
が
、
町
議

会
で
審
議
さ
れ
ま
し
た
。
決
算
は

１
年
間
の
事
業
内
容
を
歳
入
（
収

入
）
と
歳
出
（
支
出
）
で
表
し
た

も
の
で
す
。

　
令
和
３
年
度
は
、
第
６
次
日
野

町
総
合
計
画
の
ス
タ
ー
ト
の
年
度

と
し
て
、
ま
ち
の
未
来
へ
の
投
資

と
な
る
施
策
や
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
対
策
等
の
緊
急
的

な
施
策
に
対
し
て
、
積
極
的
な
取

り
組
み
を
行
い
ま
し
た
。

　
主
な
事
業
で
は
、
ま
ち
の
未
来

へ
の
投
資
と
し
て
、
地
域
ア
ド
バ

イ
ザ
ー
へ
の
委
託
や
若
者
の
意
見

を
聞
く
若わ

か
も
ん者
会
議
の
開
催
、
中
山

間
地
域
等
直
接
支
払
交
付
金
事
業

●�歳入総額は、令和２年度と比較すると、町税や
地方交付税が増加しているものの、特別定額給
付金事業の完了に伴い、国庫支出金が大きく
減少したことから、7億5,455万円減少しまし
た。
●�町税は、固定資産税が家屋の評価替えにより減
収となりましたが、全体としてはコロナ禍から
回復傾向にあります。
●�国から一定の基準により交付される地方交付税
は、国の税収の増額補正に伴い、通常交付され
る分に加えて、追加の交付があったことから、
令和３年度は増加しています。

一般会計 歳入
110 億 9,116 万円

町税
37億2,204万円
（33.5%）

町税
37億2,204万円
（33.5%）

繰入金
3,907万円
（0.4%）

繰越金
5億5,360万円
（5.0%）

分担金および負担金
1億2,911万円
（1.2%）

その他
2億4,675万円
（2.2%）

地方交付税
20億1,526万円
（18.2%）

地方交付税
20億1,526万円
（18.2%）

国庫支出金
19億4,565万円
（17.5%）

国庫支出金
19億4,565万円
（17.5%）

県支出金
7億5,062万円
（6.8%）

県支出金
7億5,062万円
（6.8%）

町債
8億2,343万円
（7.4%）

県税交付金
7億1,907万円
（6.5%）

その他
1億4,656万円
（1.3%）

自主財源
46億9,057万円
（42.3%）

自主財源
46億9,057万円
（42.3%）

依存財源
64億59万円
（57.7%）

依存財源
64億59万円
（57.7%）

令和３年度に実施した主な事業

　西大路・南比都佐小学校のトイレ改修に取り組み
ました。ウォシュレット付き洋式便座に改修、床は
乾式となり、衛生的なトイレに仕上がっています。

西大路・南比都佐小学校
トイレ改修工事

7,696万円
　新型コロナウイルス感染症の影響を受けて
いる子育て世帯への支援のため、18歳までの
子どもを対象とした給付金を給付しました。

子育て世帯への
臨時特別給付金給付事業

3億2,260万円
　利用者の安全性向上を図るため、わた
むきホール虹の特定天井耐震改修工事お
よび外壁補修工事を実施しました。

町民会館わたむきホール虹特定天井
耐震改修工事および外壁補修工事

1億8,924万円

決 算 報 告
令 和  ３  年 度

※各項目で四捨五入しているため、合計および割合が一致しない場合があります。

●自主財源　町が自主的に調達できるお金です。
●依存財源　�国や県の基準に基づき交付されるお金です。
●町税　�皆さんから町に納めていただいた、町民税、固定資産税、軽自

動車税等です。

●地方交付税　�各市町村間の財源の不均衡を調整するために、国から
一定の基準により交付されるお金です。

●国庫支出金・県支出金　国や県から交付される補助金等です。
●町債　町の運営を行うために国や銀行等から借り入れるお金です。
●県税交付金　県税から一定の基準により町に交付されるお金です。

用語の解説　歳 入
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を
開
始
す
る
と
と
も
に
、
「
わ
た

む
き
自
動
車
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
に

よ
る
実
証
実
験
バ
ス
の
運
行
や
ア

プ
リ
開
発
等
、
公
共
交
通
活
性
化

に
向
け
た
取
り
組
み
を
実
施
し
ま

し
た
。

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
対
策
と
し
て
は
、
ワ
ク
チ
ン

接
種
の
推
進
を
は
じ
め
と
し
て
、

医
療
機
関
へ
の
支
援
や
高
齢
者
施

設
等
へ
入
所
す
る
方
へ
の
検
査
費

用
の
補
助
、
子
育
て
世
帯
・
非
課

税
世
帯
に
対
す
る
給
付
を
実
施
し

た
ほ
か
、
教
育
面
で
は
、
小
中
学

校
の
学
習
支
援
員
の
配
置
や
オ
ン

ラ
イ
ン
授
業
の
た
め
の
タ
ブ
レ
ッ

ト
端
末
の
配
備
を
行
い
ま
し
た
。

ま
た
、
地
域
経
済
活
性
化
の
た

め
、
コ
ロ
ナ
禍
で
打
撃
を
受
け
た

町
内
事
業
者
へ
の
支
援
や
「
お
さ

ん
ぽ
Ｑ
Ｒ
カ
ー
ド
」
へ
の
設
備
更

新
の
支
援
、
そ
の
ほ
か
に
も
障
が

い
児
学
童
の
支
援
室
を
増
築
す
る

等
、
多
岐
に
わ
た
る
対
策
を
実
施

し
ま
し
た
。
結
果
、
決
算
規
模

と
し
て
は
、
歳
入
歳
出
と
も
に

過
去
10
年
で
は
令
和
２
年
度
に

次
ぐ
２
番
目
の
規
模
と
な
り
ま

し
た
。

●�歳出総額は、令和２年度と比較すると、新型コ
ロナウイルス感染症関連の経費が増加したもの
の、特別定額給付金事業が完了したことから、
9億5,615万円減少しました。
●�歳出を性質別に見ると、子育て世帯や生活に
困っている人、障がいのある人の生活を支える
ための費用である扶助費が、20.3％と最も多
く、住民税非課税世帯等や子育て世帯への臨時
特別給付金の支給等、多くの給付を行ったこと
から大きく伸びています。
●�一般行政経費である物件費では、新型コロナウ
イルス感染症対策のための備品や消耗品、ワク
チン接種のための経費等、例年にない経費がか
さみました。

一般会計 歳出
103 億 3,597 万円

義務的経費
49億4,875万円
（47.9%）

義務的経費
49億4,875万円
（47.9%）

人件費
20億7,984万円
（20.1%）

扶助費
20億9.533万円
（20.3%）

公債費
7億7,358万円
（7.5%）普通建設事業費

9億8,628万円
（9.5%）

物件費
13億6,735万円
（13.2%）

維持補修費
6,495万円
（0.6%）

災害復旧費
1,777万円
（0.2%）

補助費等
14億3,256万円
（13.9%）

繰出金
8億4,468万円
（8.2%）

その他経費
6億7,363万円
（6.5%）

投資的経費
10億405万円
（9.7%）

投資的経費
10億405万円
（9.7%）

一般行政経費
43億8,317万円
（42.4%）

一般行政経費
43億8,317万円
（42.4%）

令和３年度に実施した主な事業

　実証実験バスによる通勤輸送やアプリ開発等の公共交通
活性化に向けた取り組みを実施しました。令和４年度はカー
フリーデー・通勤バス等の実証実験に取り組んでいます。

わたむき自動車
プロジェクト

4,202万円
　コロナ禍に苦しむ町内料理飲食店を支援するた
め、町内料理飲食店で利用できる「日野町料理飲
食店プレミアム付商品券」事業を実施しました。

料理飲食店
プレミアム付商品券事業

1,174万円
　農業生産条件の不利な中山間地域等
で農用地を維持・管理していくための
活動に対して支援を行いました。

中山間地域等
直接支払交付金事業

689万円

●義務的経費　支出することが義務付けられている経費です。
●投資的経費　公共施設の整備や大規模修繕等の経費です。
●一般行政経費　上記以外の経費です。
●人件費　議員等への報酬や職員の給与等の費用です。
●扶助費　子育て世帯や高齢者、障がいのある人への支援費用です。

●公債費　町の借入金の返済費用です。
●普通建設事業費　道路や公共施設の整備等、将来への投資費用です。
●物件費　光熱水費、消耗品費、備品購入費等です。
●補助費等　�消防やごみ処理等の広域行政への負担金や、自治会や団

体等への補助等の費用です。

用語の解説　歳 出
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ま

ち
のたから

発見 町の借金と貯金

健全化判断比率

将来に負担を残さぬよう、着実に返済を進めつつ、積み立てています。

　町債は道路等の公共施設の整備・維持管理等
のために借り入れしている借金です。令和３年
度は、わたむきホール虹の特定天井耐震改修工
事および外壁補修工事等の財源として借り入れ
たため、昨年度に引き続き増加しています。

　実質公債費比率は、年間の借金返済の大きさ
を表しています。近年は、過去に借り入れた借
金の返済が増えており、増加傾向にあります。

　町の貯金である基金は、国から交付される地
方交付税が例年以上に多く交付されたことか
ら、突発的な災害等への対応や今後の財政需要
に備えるために積み立てています。

　将来負担比率は、将来に負担が見込まれる負
債の大きさを表しています。借り入れた借金の
返済を着実に進めていることから、前年度と比
較して15.2ポイント減少しています。

　財政の健全化を示す指標は、いずれも早期健全化基準（実質公債費比率25%、
将来負担比率350%で、この基準以上になると、早期に改善が必要とされま
す。）を大きく下回っており、町の財政状況は健全であることを示しています。

◆問い合わせ先　総務課　財政担当　☎ 0748-52-6500
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